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Abstract: 日本の公共図書館名称には，大阪府立図書館といった立が付く場合と，愛知県図書

館といった立が付かない場合が存在する.そこで本研究では，立の有無を自治体ごとに着色し

た全国の公共図書館「立有り無し」分布図により地理的影響を可視化する.そして，図書館設

立時の時代背景やその後の変遷を考察することから，立の有無の選択事由を探る. 
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1. はじめに 

旅鉄 Gate というホームページを主宰し，全国の

図書館で鉄道旅のイベントを開催していると不思

議に思うことがあった．関西では，大阪府立図書館

のように，多くの公共図書館が自治体名に立を付け

た図書館名称だが，関西以外の公共図書館では，愛

知県図書館といった立が付かない場合が存在して

いた．これは地域的なものなのか，歴史的な経緯が

あってのことなのかという疑問が湧き起こった． 

公共図書館名称の研究事例としては，井川 (2003) 

は海外と日本の図書館名称の比較をあげている．耿

（2016）は公共図書館を含む複合地域施設の名称や

機能構成に関する研究を行っている． 

しかし，公共図書館の名称についての定量調査を

行った事例はない．そこで本研究では，公共図書館

の名称，特に立の有無について定量的手法で日本全

国の分布状況を可視化し，立の有無についての選択

事由を研究する． 

以下，2 章では立が付かない公共図書館名の現状

3 章では公共図書館名の立無し調査，4 章では公共

図書館名の立無しの変遷と今後の課題を述べる． 

 

2．立が付かない公共図書館名の現状 

公共図書館名に立が付かない場合（以下，立無し

と略す）と立が付く場合（以下，立有りと略す）の

現状把握を実施した．使用する資料は，『日本の図

書館 統計と名簿』（公益社団法人 日本図書館協

会,2018）の公共統計編 CSV データとした．日本国

内 3,310 件の公共図書館から財団法人・私設の 19

件を除外し，対象とした 3,291 件のうち，立無しは

869 件と全体の 26%であった． 

また，自治体種別ごとに公共図書館名について立

の有無を集計した．（表-1）この集計結果から県・

市・町・村と自治体種別が変わるにつれて，立無し

の割合が多くなることが理解できる． 
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表‐1 自治体種別ごと公共図書館立有り・立無し集計 
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図‐1 都道府県ごと立無し割合の着色 

次に，国土数値情報ダウンロードサービスから行

政区域データ（2019）を取得し，市町村ポリゴンか

ら都道府県名をもとにディゾルブ処理により都道

府県ポリゴンを作成し，都道府県ごとの立無し割合

を結合して着色した．（図-1）宮城県や愛知県など

の県図書館や県庁所在地の図書館が立無しの場合

に，県下市町村の立無し割合が高いことが見受けら

れる． 

さらに，市町村ポリゴンごとに立無しの分布着色

を模索したが，１つの自治体で複数図書館がある場

合に，立の有無が混在している場合の対応が必要と

なった．そこで，１つの自治体で立有り・立無しが

混在している数量を調べたとろ，図書館設置自治体

数 1337 に対して，29 自治体しか立の有り無しが混

在していないことから，図書館コードの右２桁が

00，すなわち本館（中央館）のみを対象とした． 

これにより市町村ごとに単一の本館名称の立有

無情報を市町村ポリゴンに結合し，市町村ごと立無

しの分布着色を実施した．（図-2） 2018 年時点では

北海道・中部地方に立無しが多く，北陸・関西・中

国地方で立無しがやや少ないものの，全国的に立無

しが分布していることがわかる． 

 

図‐2 市町村ごと立無しの着色 

 

3．公共図書館名の立無し調査 

図書館設立時の時代背景やその後の変遷を調

査・考察することから，立の有無の選択事由を探る. 

3.1立無しの歴史 

立無しが全く許されない時代が，かつて存在した．

宮城県図書館は 1881 年宮城書籍館として開館した

が 1907 年に宮城県立図書館に改称した．大阪図書

館は 1906 年に大阪府立図書館に改称している．そ

の理由は図書館令改正により，名称に費用負担者名

を表示することになったためである．（日本図書館

協会編，1992）しかし，1919 年に宮城県立図書館

は立無しに改称し，1931 年には横浜市図書館創立，

1952 年に名古屋市図書館改称と，立無しが少しず

つ採用される． 

3.2経緯の調査 

『日本の図書館』（1954）の愛知県図書館一覧に

よると，1954 年時点では愛知県立図書館を含め，

立無しは名古屋市図書館以外には存在しなかった． 

愛知県下市町村（2018）の立無し図書館の割合は

63%であり 1955 年以降に改称，または，創設当時

から立無しであったという事実から，多分に名古屋
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市図書館の立無しの影響があったと推察される． 

愛知県下の図書館以外にも，創立当時には立が有

ったが，いつの時点からか改称したという図書館が

見受けられた．また，平成の大合併といわれる市町

村合併により，立無しに統一した図書館もあった． 

そこで，京都府立図書館が所蔵する『日本の図書

館』（1953~1955,1959,1961~1988）および『日本の図

書館 統計と名簿』（1989~2018）にて立無しに改称

または新設した年と，以下の改称の経緯を調査した． 

・創立当時に立があれば，各年の日本の図書館を総

当たりの確認にて改称年を調べ，所在変更があれ

ば，改称の事由を移転としてデータ取得した． 

・市町村合併の場合，合併時に立有りが１つでも存

在なら，市町村合併時に改称とした． 

調査対象は図書館本館が立無しの 394 自治体と

し，調査結果を集計し，経緯一覧を作成した（表-2）． 

 

 

立無しの選択動機として 1960 年代～1970 年代の

市民の図書館運動が考えられる．そこで市民と付く

図書館の遍歴を調査した．最初に市民図書館と付け

たのは『日本の図書館』によると，1953 年に厚岸

町民図書館であったが，1954 年には厚岸町図書館

になり，同年に高知市立市民図書館が創立している． 

その後 1962 年に仙台市民図書館が創立し，この

立無し市民付き図書館の出現は，1970 年代に 12 の

自治体図書館本館が立無し市民付きであることか

ら，立無し選択に大きな影響があったと推察される． 

2018 年時点で 394 の立無し自治体図書館本館の

うち市（町・村）民図書館は 44 を占めている． 

3.3空間分析 

次に，立無し 394 自治体図書館本館の地理的影響

の側面を見るにあたり，平成の大合併は経緯の中で

一時的なことから，平成の大合併前の 1989 年まで

と，その後に分けて検証を試みた． 

平成の大合併前の立無し分布検証は，〔1960 年ま

で〕と〔1961 年から 1989 年〕の 2 着色にて分布を

確認したところ，〔1960 年まで〕に存在する 30 の

図書館の近くに〔1961 年から 1989 年〕の立無しが

多い傾向があった．  

そこで，30 の市町村ポリゴン重心から半径 100

ｋｍでバッファーを発生させたのが図 3 である．九

州・中四国・青森以外の東北では半径 100ｋｍバッ

ファー外で立無しが少ないが，関西や青森および北

海道ではバッファー外に立無しの分布がある．これ

は，和歌山市民図書館や松原市民図書館，青森市民

図書館，江別市情報図書館など全国的な市民図書館

運動による新たな立無しの広がりと推察する． 

 

図‐3 現立無し図書館の 1989 年までの分布 

1990 年以降では，市町村合併により立無しの範

囲が拡大するが（図-4），1990 年から 2018 年までの

立有りへの改称 39 のうち 100km 範囲外は 8 市町の

みであり 100km 影響範囲以外での改称は慎重であ

ることが見て取れる． 

表‐2 立無し経緯一覧 
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図‐4  現立無し図書館の 1990 年～2018 年間の分布 

3.4全図書館数での編年比較 

前項までの調査は，現在立無しの 394 自治体を調

査した結果だが，立無しから立有りに変わった場合

や，市町村合併により総数の変動もある． 

そこで，昭和および平成の大合併前後について

『日本の図書館 統計と名簿』から日本の公共図書

館総数と立無し図書館を調べた結果が表 3 である． 

 

 

 

 

財団法人や私設の減少が立無しに向かう動機の

１つと考えられる．また，昭和の大合併後は立無し

は減少したが，平成の大合併後は増加している． 

3.5改称の事由 

改称経緯の事由を年代ごとに集計した．（表-4） 

 

 

 

 

 

 

2010～2018 年の改称は，移転や新館に合わせて

というタイミングでの割合が高まっている． 

 

4．おわりに 

1906 年の図書館令改正により日本の公共図書館

は立無しが立有りに改称となったが，1919 年の宮

城県図書館への改称，横浜市図書館の創設，名古屋

市図書館の改称と続き，それら立無しの図書館が近

隣の図書館に影響を及ぼしていることを空間解析

結果から判定できた． 

その後，昭和の大合併で立無しは減少となるが

1960 年代から始まる市民図書館運動により，仙台

市民図書館が立無し市民付きの図書館として，立無

しが近隣に無い全国の図書館に対して，立無しの名

称決定に影響を与えたと考えられる． 

さらに平成の市町村合併で立無しは増加に転じ

新設や移転の際に，立無しとする全国的な傾向が覗

えるが，改称については昭和の大合併以前から立無

しが存在し，影響のある地域以外は，より慎重であ

ることが確認できた． 

今後は 1960 年以前の立無し経緯調査や，明治期

の図書館変遷と鉄道変遷を重ねた研究を試みたい． 
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